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１．研究の背景と目的 
最近、韓国では大規模の住宅地再開発、都心部における
大規模施設物の建築による交通問題が社会問題され、深刻
さを増している。このような交通問題について事前に予防すると
ともに事後に適切に対応するためには建築施設物から誘発さ
れる交通量の規模や特性を正確に把握する必要がある。交通
量は一般的に同じ施設用途の単位指標当り発生交通量を表
す交通誘発原単位に施設指標をかけて予測する原単位法が
多く用いられている。延べ床面積を利用した誘発原単位は団
地計画、再開発計画、都市計画などの施設供給計画だけで
はなく、交通影響評価制度や交通誘発負担金制度など交通
需要管理に幅広く利用されている。 
一般に交通誘発原単位の大きさは建築施設物の大きさ、施
設物の用途などの建築施設物そのものが有する特性や立地條
件などによって決まると考えられる。 
しかし、現在用いられている交通誘発原単位は調査主体によ
って異なる調査方法や算定方法を使っており、重複調査費用を
含めて一貫性がなく、共同で使えないことが問題点として指摘さ
れている。さらに、各々の個別建築施設物の原単位らが持つ特
性を考慮せずに平均的な値を代表値として使われているが、こ
のような方法が妥当性を持つためには多くの条件を必要とし、必
ずしも適切な方法とは言えない。 
そこで、本研究では共同で使える交通誘発原単位の調査方
法と算定方法を開発するとともに実測データを用い交通誘発原
単位が持つ特性を把握した上で交通誘発原単位を有効に活用
し関連制度の実效性を向上させる活用方法を開発することを主
な目的とする。 
 
２．韓国の交通誘発原単位関連制度の現状 
(１) 交通影響評価制度 
交通影響評価制度はプロジェクトの施行によって発生する交
通量が周辺道路に及ぼす影響を含め交通上の様々な問題点
やその効果を予測分析し、これに対する交通対策を講ずる目
的で１９８７年より施行されている。都市開発プロジェク(敷地面
積１０万㎡）を含め、２７種の開発プロジェクと業務施設(建築
延面積２．５万㎡）と３７種の施設建築を対象としている。対象
施設やプロジェクの基準はピークの時間帯に用途別に誘発交
通量が１００台(乗用車基準)以上発生させる延べ床面積の規
模を最小対象面積としており、地域特性を考慮しないで全国
的に同じく適用している。しかしながら、地方自治団体の条例
に基づいて対象規模をおよそ５０パーセント範囲内で調整する
ことができる。 
この制度が導入された１９８７年から２００５年まで総１１,５４
６件(年間約１,０００件）の審議が行われており、都市交通問題
の緩和に貢献している評価されている。 
(２) 交通誘発負担金制度 
交通誘発負担金制度は都市交通整備地域内において交
通誘発源となる建築施設の所有者に社会的・経済的費用の
一部を負担させる目的として導入されている。負担金は人口１
０万人以上の都市に設けられた地方都市交通事業特別会計
に全額取り入れられ、交通施設の拡充、整備及び交通運営
改善事業などに使われている。 
負担金の賦課対象施設は延べ床面積１,０００m2 以上の建
築施設物であり、負担金は以下のように算定される。 
負担金＝施設の延床面積×交通誘発係数 
×単位当たり負担金 
交通誘発係数は３４種の施設用途と４種の地域区分(人口
規模基準１００万人以上、５０～１００万人、３０～５０万人、
１０～３０万人)によって合計１３６（３４×４）カテゴリーで構成さ
れており、基本的に人口５０～１００万人の地域における業務
施設の交通誘発原単位を基準値１.０にして、それぞれ地域と
用途別で特性指標を反映しながら相対的に設定されている。
なお、地方自治体の条例において地域的な特性を考慮し、施
設の規模、交通誘発係数や単位当たり負担金を調整し適用
することができる。さらに、場合によっては交通需要管理側面で
企業が自ら乗用車利用を規制する場合については最大９０%ま
で負担金を軽減することもできる。 
(３) 関連制度における交通誘発原単位の問題点 
交通影響評価制度と交通誘発負担金制度で使われている
交通誘発原単位が抱える主な問題点は次のようである。 
第一は、交通誘発原単位の調査及び集計方法などが標準
化されていないためデータの信頼性と共同で使えないことが挙
げられる。また、重複調査によって膨大な調査費用がかかって
いることも大きな問題として指摘されている。 
第二は、現在に使われている交通誘発原単位は施設の特
性、すなわち、用途、規模や立地条件、曜日等による違いは
無視できるものとの仮定し、平均的な原単位が主に使用され
ている。しかし、いままで原単位と施設特性や立地条件などと
の関係について明らかにされておらず、このような活用方法は必
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ずしも適切とは言えなく、特に施設の立場から見ると様々な規
制において公平性が確保されているとは言えない。 
第三は、交通誘発原単位を適用するに当たって制度の目的
に合うように原単位を有効に利用する必要がある。たとえば、原
単位を使う際に平均だけではなく、負担金制度のような制度で
は不当な負担金の賦課を最小化するよう平均より小さくしたり、
交通影響評価制度のような制度では予想される交通問題をよ
り積極的に対応するためには平均より大きい原単位を使う必要
がある。しかしこれらに関する基準が設けられておらず原単位が
有效に使われていない。 
さらに様々な制度で基礎となる原単位について標準化、信
頼性および有效活用などの改善が社会的に求められている。 
 
３. 交通誘発原単位の特性分析 
(１) 分析データの概要 
分析対象の都市はソウル特別市と６つの広域市（仁川、釜
山、大邸、光州、大田、蔚山）、５つの中核都市（全州、清州、
昌原、清州、春川）とし、各都市ついて 1４種の施設用途を分
析対象とする。 
施設用途・施設規模・周辺の交通サービス状況は施設現況
調査、施設への流出入人数・車両数などの把握は出入り交通
量調査、来訪者の来訪目的・利用交通手段は来訪者へのア
ンケート調査により把握した。 
＜表－１＞ 分析対象の施設用途 
大分類 細分類 
住居施設 1. アパート 
医療施設 2. 総合病院 
教育施設 3. 大学 
4. 事務所 
5. 事務所+銀行 
6. 事務所+販売施設 業務施設 
7. その他一般事務施設 
8. 庁舎（市、区） 
9. 郵便局/電信電話局 公共業務施設 
10. 政府投資機関 
販売施設 11. デパート/ショッピングセンタ  ー
12. 結婚式場 娯楽/集会施設 13. 映画館/ホール 
流通施設 14. 卸売市場/流通センタ  ー
(２) 交通誘発原単位の算定と特性分析 
１）交通誘発原単位の算定方法 
本研究では施設の延床面積当り誘発される交通量を交通
誘発原単位と定義し、次式のように求める。 
   交通誘発原単位＝人・車交通量/施設の延床面積 
２）交通誘発原単位の算定結果 
施設用途別の平均的な人交通誘発原単位はソウル平日で
はデパート・ショッピングセンター1193.6 人/1,000ｍ２（以降単位
省略）、 卸売市場・流通センター512.0 が最も大きく、アパート
141.9、政府投資機関が 154.8 で最も小い。広域市はデパート
/ショッピングセンター888.8 が最も大きくて、アパート 92.9 が最も
小さい。中核都市ではデパート/ショッピングセンター1214.4が最
も大きくて、アパートが 106.3 が最も小さい。業務施設は用途に
より原単位の大きさが異なる。銀行と一緒となる事務所は
468.4～776.4 を見せており、事務所のみの場合の 281.1～
330.9に比べ大きい傾向を見せる。また、車交通誘発原単位は、
ソウルでは庁舎が148.6で最も大きく、映画館・ホールが17.6で
最も小さい。広域市では、卸売市場・流通センタが 142.6 で最
も大きく、映画館・ホールが 19.0 で最も小さい。中核都市では
卸売市場/流通センターが 231.1 で最も大きく、結婚式場が
23.9 で最も小さい。参考に、商業施設（デパート・ショッピングセ
ンター）と事務所について、日本と比較した結果、日本と韓国の
原単位の大きさは非常に近いことが分かった。 
２) 原単位の精度検討 
標本調査から得られた平均的な都市規模別、施設用途別、
曜日別、交通誘発原単位がそれぞれの母集団の代表値として
利用できるかについて信頼度の概念を用い評価を行った。評価
は信頼水準 100(1-α)%の下で信頼係数（z 値）と標準偏差を
標本数の平方根に割った標準誤差の積を標本平均に割ったも
のを百分率で表した相対精度率を用いて行った。 
その結果、人についてはソウルの場合、官庁 53.4%, 郵便局
62.9%となって最も低い精度を表している。広域市では結婚式
場が 49.6%、中小都市ではおろし売り市場/流通センター73.3%、
郵便局/電信電話局 46.9%で最も低い水準を見せている。この
ような低い精度の原因としては他の施設用途に比べて個別施
設物間の偏差が大きいことや大きい偏差に比べて相対的に標
本数が少ないことが挙げられる。これら施設を除き大部分の施
設用途で 20%以下を見せていて概して信頼性が確保されたこと
に判断される。車誘発原単位の場合も人交通誘発原単位と類
似な傾向を見せ交通誘発原単位が持つ特性分析を行うには大き
な無理はないと判断される。 
(３) 交通誘発原単位の特性分析 
施設から発生される交通量は地理的な位置、施設の固有
特性などのよってその大きさや構成する車種、時間帯分布など
が定まる。大きさに影響を及ぼす要因には＜表－２＞に示す
ようなものがある。 
＜表－２＞交通誘発原単位の大きさに影響を及ぼす要因 
区  分 分類 基準 
地理的位置特性 地域(都市) 都市圏の位置(都心、郊外など) 
施設の固有特性 施設物類型(複合施設, 単一施設) 施設規模 など 
時間的な特性 
季節 
月 
曜日 
周辺環境特性 
施設周辺の土地利用 
人口密度 
從事者密度 
交通サービス水準 
公共交通サービス水準(バス路線數, 駅数等)
駅、バス乗り場までの距離や所要時間 
幹線道路からの距離 
注：アンダーライン（太文字）は分析対象とした要因 
本研究では大きさに影響を及ぼす要因の中＜表－２＞に太
文字で示した代表的な４つの要因を取り上げ分析を行った。そ
れぞれの要因分析に用いた分析方法や分析対象施設は＜表
－３＞のようである。また同じ大きさであってもある時間帯に集
中しているのか否かは交通計画など大変重要である。そこで、
ここでは施設用途と時間帯分布の関係を調べる。 
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人/1000m2 交通誘発原単位(人) ＜表－３＞ 分析項目と分析手法 
区 分 カテコリ- 分析方法 分析対象
地域的特性 都市規模 
特別市 
広域市 
中小都市 
分散分析 １４施設用途
施設固有特性 施設規模 （延床面積） 
2500-5000 ㎡ 
5000-10000 ㎡ 
10000-20000 ㎡ 
20000-50000 ㎡ 
50,000 ㎡以上 
回帰分析 業務施設 百貨店 
時間特性 曜 日 平日、土曜日、日曜日 ｔ検定 
百貨店 
結婚式場 
映画館 
卸売市場 
公共交通サービ
ス水準 バス路線数 
半径 500m 以内
のバス路線数 相関分析 
業務施設 
百貨店 
 
１）都市間の変動分析 
交通誘発原単位の変動が個々の施設間の変動によるものか、
都市の違いによるものかみるために分散分析を用い、施設用途
別の総分散を次式のように２つの部分に分解した。 
  
  
＝個別施設間分散 + 都市間分散 
地域間分散の比率を＜図－１＞に示す。人交通誘発原単
位の場合、全体的に個別施設間の変動に比較して地域間の
変動比率は低い。車の場合は、地域間分散比率は総合病院
が 50.2%と最も大きく、卸売市場・流通センター32.3%、政府機
関29.0%、官庁27.5%などが高いが、約６割の施設は20%未満と
地域分散比率は小さい。 
施設用途別地域間分散比率
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＜図－１＞ 交通誘発原単位（平日）の地域間変動 
2）施設規模の変動分析 
従来の交通誘発係数は施設規模（総床面積）に関係なく、
その大きさは一定とされている。施設規模により、交通誘発原
単位は異なるとの考えにたち、業務施設とデパート・ショッピング
センターを対象に施設規模と交通誘発原単位の関連性を分
析した。施設規模別の交通誘発原単位と施設規模との関係
を＜図－２＞に示す。 
結果的に交通誘発原単位は施設規模が大きくなるに従い
小さくなる傾向にあることが分かる。 
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＜図－２＞ 施設規模と交通誘発原単位の関係(平日) 
３）公共交通サービス水準と交通誘発原単位との関係 
 施設周辺の公共交通サービス水準は人の交通を誘発したり、
自動車利用を抑制したりする効果を持つなど交通誘発原単位
に影響を及ぼすと予想される。この仮説に基づいて公共交通サ
ービス水準（半径 500m 以内のバス路線数）と交通誘発原単
位の２変数の相関分析を行った（図－３）。車交通誘発原単
位とは負の相関関係、人交通誘発原単位とは正の相関関係
を示している。これはバス路線数が増加することにより車交通
誘発原単位が小さく、人交通誘発原単位は大きくなることを表
す。 
0 . 2 2
- 0 . 0 9
0 . 0 7
- 0 . 0 1
0 . 1 5
- 0 . 0 5
0 . 0 3
- 0 . 2 4
0 . 1 4
- 0 . 1 9
- 0 . 5 0 - 0 . 2 5 0 . 0 0 0 . 2 5 0 . 5 0
人
車
相 関 係 数
デ パ ー ト
そ の 他 一 般 業 務 施 設
事 務 室 + 販 売
事 務 室 + 銀 行
事 務 室
 
＜図－３＞ バス路線数と交通誘発原単位の相関係数 
４）曜日変動分析 
週末に流出入交通が多くなるデパート・ショッピングセンター、
結婚式場、映画館・ホール、卸売市場・流通センタ－について
分析した。分析結果、人交通誘発原単位は平日に比較し週
末がデパート・ショッピングセンターでは 1.5～2 倍、結婚式場が
3.5 倍、映画館・ホールが 5.2 倍大きい。車交通誘発原単位で
はデパート・ショッピングセンターと卸売市場・流通センターで 1.4
倍、結婚式場と映画館・ホールで 2 倍大きい。 
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＜図－４＞ 曜日別交通誘発原単位 
(４) 誘発通行の特性分析（原単位の構成要素） 
人については時間帯、交通手段、車両については車種、時
間帯、駐車時間についての分析を行った。その中時間帯分布
が持つ特性は、業務施設の場合、午前と午後に２つのピーク
があり、午前のピークは流入、午後のピークは流出によるもの
である。販売施設は１６時前後にピークがあり、婚礼場は１４
時前後に、映画館・ホールは２０時前後にピークが存在する。 
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４. 交通誘発原単位が有する特性を考慮した有効活
用方法の検討 
(１) 施設物間の偏差を考慮した原単位の活用方法 
交通誘発原単位が信頼性を保つように有効に活用するため
には使用目的に合うよう信頼区間の上限または下限を適用する
べきである。上限または下限の決定基準は誘発交通量による影
響を最小化しながら経済的な投資効果が保障されるところで決
定される。例えば、交通誘発負担金、通行混雑税などに適用す
る場合は平均より少ない交通量を誘発する建築施設物に対し
て過多に賦課されることを優先すべきであり信頼区間の下限を
適用するのが望ましい。一方、交通計画や道路計画などに使う
場合には平均より大きい信頼区間の上限を使い社会的な費用
を減らす必要がある。ここで、本研究では交通誘発原単位を適
用する政策もしくは計画を考慮した適切な調整係数Δ を用い
調整した上で活用する方法を考える。道路計画などで一般に年
間３０番目の日交通量を基準にしており、これは約８．５％程度
の誤りは許容するというものである。これを利用して調整係数Δ
は次の図で示すように
Xσ37.1 で与える。 
 
<図－５> 調整係数（Δ ）の算定 
実際に既存データを用い調整係数で交通誘発原単位を調整
すると＜表－４＞のようである。調整係数（Δ ）は施設用度別の
標準偏差と標本数によって異なるが、大体に平均の２０～３０％
程度である。 
＜表－４＞ 交通誘発原単位の調整（ソウル市、平日の車交通量） 
 
(２) 時間帯の交通誘発パタンーを考慮した原単位の活
用方法 
建築施設物が誘発する交通量は施設用途によってある時間
帯に多く誘発されたりすることが多い。ある時間帯に交通量が集
中する場合、交通混雑や交通事故などの多発が予想され、適
した対策が求められる。建築施設物より誘発される交通量に対
する適切な対応のためには総量に加えて時間帯による変動を考
慮すべきである。しかし現在、交通誘発原単位は時間帯による
変動は無視できるものとして考えられている。ここでは所得などの
不平等を測定する時に多く用いられている特殊な度数曲線であ
るローレンツ曲線を応用して交通誘発原単位を活用する方法を
考える。即ち、交通量を大きい順に並べこれを累積していくと、累
積分布は＜図－６＞に示すように、全ての時間帯で均一な交
通量が誘発される場合には直線となり、時間帯別の交通量に変
動がある場合には曲線となる。本研究では、直線と曲線に囲ま
れた面瀬に１を加えたものを補正係数と呼び、交通誘発原単位
に乗して原単位に誘発交通量の時間変動を反映させる方法を
考える。面積K は ),,1( miki L= の和より三角形 ABC の面
積０．５を引いたものとして与えられる。 
ここで、 { })()(
2
)()(
1
1
−
− −×+= iiiii xGxGxFxFk であり、
)( ixF は時間帯の累積比率を表し、 )( ixG は時間帯交通量の
累積比率を表す。 
 
 
 
 
 
＜図－６＞ 概念図 
たとえば、ソウルの総合病院の床面積1,000㎡当たり誘発交
通量は 75.6 台でああり、各々の時間帯の交通量が総交通量
で占める構成比を )( ixg とし、これを累積し面積Ｋを求めると
0.125 となる。結果的にソウルの総合病院の交通誘発原単位
に補正係数 1.125 を乗して新しい原単位が算出されることにな
る。 
 
５. 結論 
本研究の主な成果は以下のようにとりまとめられる。 
①交通誘発原単位が有する特性を明らかにした。 
∙ 交通誘発原単位の偏差は地域偏差と個別施設の偏差に
分解したところ、映画館・ホール、総合病院で地域間変動
が大きいが、大半の用途では、地域偏差は個別施設によ
る偏差に比較して小さかった。 
∙ 業務施設、デパートの交通誘発原単位（人）は規模が大
きくなるほど小さくなる。車両の原単位では、この傾向はデ
パートでのみみられた。 
∙ その他、施設への時間集中、曜日変動に関して、次のこと
が確認できた。 
②交通誘発原単位調査標準化のための用途を６４種で分類
し、それらの調査方法、集計方法についてまとめた。 
③関連制度の実効性を高めるために施設ごとの偏差と時間帯
別誘発パターンを考慮して適用する基準と方法を開発しそ
の有効性を明らかにした。 
今後、次の点について更に研究を深める必要がある。 
▪ 単一施設用途の個別施設が順次複合用途に多様化（例
えば、住商複合施設、デパート・ショッピングセンター内に銀
行や映画館を持つ複合用途施設）しており、これら複合施
設についての分析が必要である。 
▪ 個別施設間の交通誘発原単位間の偏差を表す標準偏
差が大きく、適切な標準偏差を反映した施設用途を代表
する交通誘発原単位の設定方法の検討が必要である。 
▪ 交通誘発原単位に影響を及ぼす施設特性指標等の抽
出と、それらを考慮した交通誘発原単位算定方法の開発
が必要である。 
区  分 平均 （X ） 
標準偏差 
（σ ） 
標本数 
（n ） 
補正係数 
（Δ ） X -Δ X +Δ
事務所  22.8 12.1 40  2.6 20.1  25.4
事務所＋銀行  34.6 34.0 40  7.4 27.3  42.0
事務所＋販売施設  34.6 29.3 41  6.3 28.3  40.9
その他一般業務施設  31.9 19.9 31  4.9 27.0  36.8
デパート、マーケット 115.6 81.2 23 23.2 92.4 138.8
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